
 

 

 《記載例》 申請業者の誓約書  

① ○○年○○月○○日  

 

 

② 関東財務局長  殿  

 

③ 商    号  

又は名称 財務第二種株式会社  

代表取締役  

氏    名 財務 太郎       

（法人にあっては、代表者の氏名）  

 

 

誓 約  書  

 

申請者は、金融商品取引法第 29 条の４第１項各号（第１号ニからヘまで、第１号の

２、第３号イ、第４号ニ、第５号ハ及び第７号（第 66 条の 53 第６号ハに係る部分に

限る。）を除く。）のいずれにも該当しないことを誓約します。 

 

 

 

 

 



 

 

 業務の内容及び方法を記載した書面（第二種業を行う金融商品取引業者）   

（金融商品取引法第29条の2第2項第2号で定める書類の記載事項の参考にして下さい。）  

 

記載必要項目  

１．業務運営に関する基本原則  

・当社は、金融商品取引業の業務を遂行するにあたり、社内規則によるほか、金融商品取引法及び関係法令を

遵守し、これに必要な社内体制を整備するものとする。  

・当社並びに当社役員及び社員は、顧客に対し誠実かつ公正に、金融商品取引業務を遂行する。  

（・当社は、投資助言業務に関し、顧客のため忠実に、かつ、善良なる管理者の注意をもって業務を遂行する。：

投資助言業を兼業する場合は記載する。）  

旨などを記載するほか、社内における業務遂行に関する基本原則等を記載すること。  

 

２．業として行う金融商品取引行為の種類  

・金融商品取引法第２条第８項第１、２号に定める業務  

・金融商品取引法第２条第８項第７号に定める業務  

また、金融商品取引法第２条第８項第７号に定める業務について、 

  ・金融商品取引法第２９条の２第１項第６号に定める方法（電子募集業務） 

  ・金融商品取引業等に関する内閣府令第７０条の２第３項に定める方法（電子申込型電子募集業務） 

  により行うときは、その業務を記載すること。 

・金融商品取引法第２条第８項第９号に定める業務  

（・金融商品取引法第２条第８項第１１、１３号に定める業務：投資助言・代理業を兼業する場合は記載する。）  

などを記載すること。  

  また、金融商品取引法第２条第８項第９号に定める業務について、 

・金融商品取引法第２９条の２第１項第６号に定める方法（電子募集取扱業務） 

  ・金融商品取引法第２９条の４の３第４項に定める方法（第二種少額電子募集取扱業務） 

  ・金融商品取引業等に関する内閣府令第７０条の２第３項に定める方法（電子申込型電子募集取扱業務） 

  により行うときは、その業務を記載すること。 

 

３．業務執行の方法  

・第二種業務を行う部門等における業務の執行体制  

（どの部門でどのように顧客勧誘及び業務を行うのか、業務にかかる書面等はどう作成するのか、社員、委託先

等はどう管理・監督するのか等）  

・顧客勧誘等（広告等、契約締結前の書面の交付、契約締結時の書面の交付）に関する執行方法  

などを記載すること。  

（投資助言・代理業を兼業する場合は、・投資助言業と代理業の種別、・投資助言の内容及び方法（投資助言

の方法、標準的な投資顧問契約における助言頻度、基準報酬額など）などをあわせて記載する。）  

 

４．業務分掌の方法  

・上記３の業務において、部署（組織体制）、責任者（部長、課長などの役職名）の業務分担、役割  

などを記載すること。  

 

５．苦情の解決のための体制（金融ＡＤＲ措置の内容を含む）  

・苦情の受付・対応する部署や責任者（部長、課長などの役職名）を定めるなどの社内体制  

・顧客からの苦情や問い合わせに真摯に対応し、十分な説明責任を果たすことにより、顧客の理解を得るよう

努める。また、事実確認を行い、必要に応じて再発防止策を策定する、旨などを記載すること。  



 

 

・指定紛争解決機関が存在しない場合の業務に関する苦情処理措置及び紛争解決措置の内容を記載すること。  

 

６．第二種金融商品取引業に関する事項  

・取り扱う有価証券及び業として行うデリバティブ取引の種類  

（例：「法第２条第２項第１号に規定する信託受益権」、「法第２条第２項第５号に規定する集団投資スキーム

持分（ファンド）」等）  

（取り扱う予定の有価証券だけを記載すること。）  

（将来、取り扱うかもしれない、という程度の有価証券は記載しないこと。実際に取り扱いが現実的になった段

階で業務方法書に取り扱う有価証券を追加し、業務方法書の変更届出を提出する。）  

・法第２条第２項第１号又は第２号に掲げる権利を取り扱うときは、当該権利に係る信託財産の種類  

（例：土地、地上権など。また、その他財産権等の場合はその細分類）  

・法第２条第２項第５号又は第６号に掲げる権利を取り扱うときは、当該権利に係る出資対象事業の概要  

（出資対象事業の概要について、事業スキーム、業務内容、顧客勧誘方法、リスク説明方法などをわかりやすく

記載すること。貸付事業等権利を取り扱うときは、「法第２９条の２第１項第１０号に規定する貸付事業等権

利」を取り扱う旨を記載すること。当局への説明が不足しますと審査に時間がかかる場合があります。） 

 

７．電子募集業務又は電子募集取扱業務に関する事項 

  ・有価証券の種類 

  （第二種金融商品取引業として取り扱う予定の有価証券のうち、電子募集業務又は電子募集取扱業務として取り

扱う有価証券を記載してください。） 

  ・第二種金融商品取引業のうち、第二種少額電子募集取扱業務のみを行う場合には、その旨 

  ・第７０条の２第３項に規定する電子申込型電子募集業務又は電子申込型電子募集取扱業務を行う場合には、そ

の旨 

 

８．投資助言に関する事項  

・助言を行う有価証券及びデリバティブ取引にかかる権利の種類  

（例：「法第２条第１項第１０号に規定する国内投資信託」、「法第２条第２項第１号に規定する不動産信託

受益権」等）  

・法第２条第２項第１号又は第２号に掲げる権利に関し助言を行うときは、当該権利に係る信託財産の種類  

（例：金銭、有価証券、その他の権利、商品及び不動産などといった分類ごとに記載）  

・法第２条第２項第５号又は第６号に掲げる権利に関し助言を行うときは、当該権利に係る出資対象事業の概要

（例えば、事業型ファンド、投資型ファンドなどの内容の記載）  

などについて記載すること。  

 

 

上記記載内容は、参考として記載してあります。  

登録申請の際は、金融商品取引業者（法人･個人）の規模、特性に応じて、適宜、実態に合わせた記載をして下さ

い。  

なお、社内に業務方法書、社内規定等が作成してある場合は、その添付でも可能です。  

登録申請者の実態と相違した虚偽の登録申請書類により登録を受けた場合は、登録取消し等行政処分の対象とな

ります。  

 

○ 不動産信託受益権、不動産ファンドを取扱う業者を想定した「業務方法書」（業務の内容

及び方法を記載した書面）の記載例は次項を参照してください。  

 

○ その他「事業型ファンド」を取扱う場合は、ファンドスキーム、事業内容、顧客勧誘・説

明方法、資金管理方法、収支計画、等について、当局に対し詳細に説明していただきます。  



 

 

十分に説明いただけない場合は、取り扱う金融商品の内容を一般投資家に対して十分に

説明できるような、業務を適確に遂行するための体制を有していると認められず、登録が

できない場合があります。 



（記載例）不動産関連会社の第二種・助言業を想定した例示です。 

あくまでも例示ですので同様に記載しないこと。 

自社の実態と相違するなど、虚偽記載の場合は、行政処分の対象となります。 

 

業 務 方 法 書 

（第二種金融商品取引業及び投資助言・代理業） 

 

（目的） 

第１条 本業務方法書は、金融商品取引法（以下「法」という。）、金融商品取引法施行令（以下「政令」とい

う。）、金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「府令」という。）に基づいて当社が行う金融商品取引業務

の内容及び方法に関する基本的な事項を定め、業務の適正な運営を期することを目的とする。 

 

（業務の種別） 

第２条 当社が、金融商品取引業として行う業務の種別は、次に掲げるものとする。 

(1) 法第28条第２項に定める第二種金融商品取引業 

(2) 法第28条第３項に定める投資助言・代理業 

 

（業務運営に関する基本原則） 

第３条 当社は、金融商品取引業の業務を遂行するにあたり、本業務方法書その他の社内規則によるほか、関

係法令を遵守し、これに必要な社内体制を整備するものとする。 

２ 当社並びに当社役員及び社員は、顧客に対し誠実かつ公正に、金融商品取引業務を遂行しなければならな

い。 

３ 当社は、投資助言業務に関し、顧客のため忠実に、かつ、善良なる管理者の注意をもって業務を遂行しな

ければならない。 

 

（第二種金融商品取引業の業務の種別） 

第４条 当社が、第二種金融商品取引業の業務において取扱う有価証券は、次に掲げるものとする。 

(1) 法第２条第２項第１号及び第２号に掲げる信託の受益権 

(2) 法第２条第２項第５号及び第６号に掲げる権利（以下「集団投資スキーム持分」という。） 

※ 前各号に掲げるもののほか、法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権

利を取扱う場合は、その種類を限定的かつ具体的に記載する。 

２ 前項第１号に規定する権利に係る信託財産の種類は、次に掲げるものとする。 

(1) 土地及びその定着物 

(2) 地上権 

(3) 土地及びその定着物の賃借権 

(4) 第１号から第３号に付随する金銭 

(5) 第１号から第３号に付随する金銭債権 

(6) 第１号から第３号に付随する動産（家具、什器、備品、車両を含む） 

(7) 種類を異にする二つ以上の財産（前各号に掲げる財産権に限る） 

３ 第１項第２号に規定する権利に係る出資対象事業の概要は、次に掲げるものに対する投資とする。 

(1) 主として、前項第１号から第３号に掲げるもの（以下「不動産」という。）のうち、前項第１号に掲げ

るものを除くもの又はこれらを信託財産とする信託の受益権（以下「不動産信託受益権」という。） 

(2) 集団投資スキーム持分のうち当該権利に係る出資対象事業が、主として不動産又は不動産信託受益権に

対する投資であるもの 

(3) 前各号以外の有価証券又は有価証券表示権利で主として不動産に対する投資に関連するもの 

※ 前第１号から第３号以外を出資対象事業とする場合は、その種類を限定的かつ具体的に記載する。 

４ 第二種金融商品取引業として行う金融商品取引行為は、次に掲げるものとする。 

(1) 第１項第１号に定める有価証券の売買、売買の媒介、売買の代理及び私募の取扱い（法第２条第８項第

１号、第２号及び第９号に掲げる行為をいう。） 

(2) 第１項第２号に定める有価証券の私募の取扱い（法第２条第８項第９号に掲げる行為をいう。） 



 

（※電子募集取扱業務を行う場合） 

５ 前項第２号に規定する有価証券の私募の取扱いは、法第29条の２第１項第６号に規定する電子募集取扱業

務により行うことができるものとする。（以下第５項を第６項に改める。） 

 

（※第二種少額電子募集取扱業務のみを行う場合） 

（※この場合、第１項に掲げて第二種金融商品取引業の業務において取り扱うことが可能な有価証券は、法第

２条第２項第５号又は第６号に掲げる権利のみ。また、同様に前項に掲げて行うことが可能な金融商品取引

行為は「有価証券の私募の取扱い」のみであること（したがって実際の規定は「前項第２号」が「前項第１

号」となり、「前項第１号に規定する有価証券の私募の取扱い」と規定する。）に留意） 

５ 前項第２号に規定する有価証券の私募の取扱いは、法第29条の４の３第４項に規定する第二種少額電子募

集取扱業務により行うこととする。（以下第５項を第６項に改める。） 

 

（※電子申込型電子募集取扱業務を行う場合） 

５ 前項第２号に規定する有価証券の私募の取扱いは、府令第70条の２第３項に規定する電子申込型電子募集

取扱業務により行うことができるものとする。（以下第５項を第６項に改める。） 

 

５ 第二種金融商品取引業にかかる業務を行うに際しては、いかなる名目によるかを問わず、顧客から金銭ま

たは有価証券の預託を受けないものとする。 

 

（投資助言・代理業の業務の種別） 

第５条 当社が行う投資助言・代理業の種別は、法第28条第６項に規定する投資助言業務とする。 

２ 当社が投資助言業務において助言を行う有価証券の種類は、次に掲げるものとする。 

(1) 法第２条第２項第１号及び第２号に掲げる信託の受益権 

(2) 法第２条第２項第５号及び第６号に掲げる集団投資スキーム持分 

(3) 前各号以外の有価証券又は有価証券表示権利で不動産に対する投資に関連するもの 

３ 前項第１号に規定する権利に係る信託財産の種類は、次に掲げるものとする。 

(1) 土地及びその定着物 

(2) 地上権 

(3) 土地及びその定着物の賃借権 

(4) 第１号から第３号に付随する金銭 

(5) 第１号から第３号に付随する金銭債権 

(6) 第１号から第３号に付随する動産（家具、什器、備品、車両を含む） 

(7) 種類を異にする二つ以上の財産（前各号に掲げる財産権に限る） 

４ 第２項第２号に規定する権利の出資対象事業の概要は、次に掲げるものに対する投資とする。 

(1) 主として不動産又は不動産信託受益権 

(2) 集団投資スキーム持分のうち当該権利に係る出資対象事業が主として不動産又は不動産信託受益権に

対する投資であるもの 

(3) 前各号以外の有価証券又は有価証券表示権利で不動産に対する投資に関連するもの 

※ 前第１号から第３号以外を出資対象事業とする場合は、その種類を限定的かつ具体的に記載する。 

５ クーリング・オフ（10日以内の契約の解除）の取扱いについては、次の各号の規定によることとする。 

(1) 投資顧問契約は書面等による契約解除（クーリング・オフ）の対象となる。顧客が契約締結時の書面を

受け取った日から起算して10日以内に、書面又は電磁的記録により解除をすることができるものとする。

契約の解除日は、顧客がその書面を発した日又はその電磁的記録媒体を発送した日とする。 

(2) クーリング・オフ対象期間以降の契約解除の場合は、解除までの期間に相当する報酬額として内閣府令

で定める金額を受領する。報酬の前払いを受けているときは、契約解除以降の期間に相当する報酬額とし

て日割計算した金額を返金する。 

６ 投資助言・代理業として行う金融商品取引行為は、次に掲げるものとする。 

 (1) 法第２条第８項第11号に定める業務 

 (2) 法第２条第８項第13号に定める業務 

 



（業務分掌及び業務執行の方法） 

第６条 金融商品取引業務の執行体制及び業務執行の方法は、次に掲げるとおりとする。 

（金融商品取引業務の執行体制及び業務執行の方法は、別紙「組織規程（組織図）」及び｢業務分掌規程

（職務権限規程を含む）｣の規定によるものとする。）※当該社内規程を引用する場合は、その規定を

添付する。 

２ 第二種金融商品取引業務を担当する部門 

(1) 当該業務を実施する部門は、本店営業部とする。 

(2) 当社の営業全般に関する企画・立案を行い、営業の統括機能を有する。営業活動を進めるにあたり営業

担当者は法令を遵守する。 

（(3) 当部門に係る業務執行については、別紙「第二種金融商品取引業務取扱要領」その他の社内規則の規

定によるものとする。）※当該社内規程を引用する場合は、その規定を添付する。 

(4) 当部門には、金融商品取引業務及び関連業務に関する知識及び経験を有する者を配置する。また、宅地・

建物の取引に関する知識及び経験を有する者を配置する。 

３ 投資助言業務を担当する部門 

(1) 当該業務を実施する部門は、本店営業部とする。 

(2) 顧客との投資顧問契約に基づいて、有価証券の価値等の分析に基づく投資判断に関して助言を実施する。 

(3) 顧客勧誘方法について、当社の関係会社からの紹介により業務を行うため、能動的方法による顧客勧誘

は行わない。 

(4) 助言方法及び助言頻度について、顧客の要望の都度、又は随時、電話・ファクシミリ・メールにより行 

う。また、顧客からの問い合わせには随時対応する。 

(5) 報酬体系について、基本報酬は、契約資産額に対し、年0.00％（税別）を乗じた金額とする。ただし、

案件により顧客と協議の上、乗じる割合を変更することがある。 

（(6) 当部門に係る業務執行（顧客勧誘方法、助言方法、助言頻度、報酬額基準等）については、別紙「投

資助言業務取扱要領」その他の社内規則の規定によるものとする。）※当該社内規程を引用する場合は、

その規定を添付する。 

(7) 当部門には、業務経験を有する者を配置し、金融商品取引業務及び関連業務に関する知識を有する者を

配置する。 

４ 法令等遵守部門 

(1) 法令等の解釈に関して社内各部門に対し助言・指導を行い、法令等遵守に係る事項についての一元管理

を行うことにより、役職員が法令等の趣旨及び内容等を理解し、これらを遵守し、誠実かつ公正な業務を

遂行できるよう努めるものとする。 

(2) 法令等遵守部門は、本店総務部とし、営業担当部門から独立した体制を維持するものとする。 

（(3) 当部門に係る業務執行については、別紙「コンプライアンス業務取扱要領」その他の社内規則の規定

によるものとする。）※当該社内規程を引用する場合は、その規定を添付する。 

(4) 法令等遵守部門には、金融商品取引業務及び関連業務に関する知識及び経験を有し、金融商品取引法の

関連法令に関する知識及び経験を有する者を配置する。 

また、宅地・建物の取引に関する知識及び経験を有する者を配置する。 

５ 内部監査部門 

(1) 内部監査を実施して、各業務部門の業務体制、業務手続が法令等の定めに従って遂行されているか等内

部管理態勢等の適切性・有効性を検証するとともに、その改善方法に関する提言を行う。 

(2) 内部監査部門は、少なくとも１年に1度は内部監査を実施し、健全な内部管理態勢の確保に努めるもの

とする。 

(3) 内部監査部門は、本店監査部とし、金融商品取引業務を行うすべての部門から独立した体制を維持する

ものとする。 

（(4) 当部門に係る業務執行については、別紙「内部監査規程」その他の社内規則の規定によるものとする。）

※当該社内規程を引用する場合は、その規定を添付する。 

(5) 当部門には、金融商品取引業務及び関連業務に関する知識及び経験を有する者及び金融商品取引法の関

連法令に関する知識及び経験を有する者を配置する。また、宅地・建物の取引に関する知識及び経験を有

する者を配置する。 

 

（苦情の解決のための体制） 



第７条 苦情処理部門は、本店営業部が担当する。本社営業部は、顧客からの苦情や問い合わせに真摯に対応

し、十分な説明責任を果たすことにより、顧客の理解を得るよう努めるものとする。また、事実確認を行い、

苦情の発生原因を追究し、必要に応じて再発防止策を策定する。 

２ 顧客からの苦情等に対しては、迅速かつ適切に対処するものとし、重要な事案については、適時に取締役

会等に報告し、社内での情報共有を行うものとする。 

３ （苦情等への対応については、別紙「クレーム情報取扱要領」等の社内規則（※当該社内規程を引用する

場合は、その規定を添付する。）の規定によるほか）苦情処理部門は、必要に応じ法令等遵守担当部門と対応

について協議し、その指示に従うものとする。また、法令等遵守担当部門は、必要に応じ弁護士等外部の専

門家と連携を図り対応するものとする。 

 

（苦情処理措置） 

（※金融商品取引業協会又は認定投資者保護団体が行う苦情の解決により苦情処理を図る場合） 

第７条の２ 府令第115条の２第１項第２号に掲げる措置を特定第二種金融商品取引業務及び特定投資助言・代

理業務に関する苦情処理措置として講じ、第二種金融商品取引業においては当社が加入している一般社団法

人第二種金融商品取引業協会、投資助言・代理業においては当社が加入している一般社団法人日本投資顧問

業協会（以下「協会」という。）が業務委託している特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センタ

ー（以下「あっせん相談センター」という。）が行う苦情の解決により金融商品取引業等業務関連苦情の処理

を図る。 

２ 協会及びあっせん相談センター（以下「協会等」という。）の規則を遵守し、協会等が行う苦情処理の手続

きに従って、苦情の解決に努めるものとする。 

３ 協会等を通じて苦情の解決を図る旨、及び協会等の連絡窓口を、法第37条の３に規定する契約締結前交付

書面及び法第47条の３に規定する説明書類に記載するとともに、当社の店頭及びホームページに掲示その他

の方法により、周知を図ることとする。 

 

（※自社で業務運営態勢・社内規則を整備し、公表等することにより苦情処理を図る場合） 

・業務運営態勢の整備状況 

・社内規則（社内における責任分担の明確化を含む）の整備状況 

・苦情の申出先の顧客への周知方法及び業務運営態勢、社内規則の公表方法（周知・公表の内容（苦情処理

における連絡先及び標準的な業務フロー等）も含む） 

について記載すること。 

 

（紛争解決措置） 

（※金融商品取引業協会又は認定投資者保護団体が行うあっせんにより紛争の解決を図る場合） 

第７条の３ 府令第115条の２第２項第１号に掲げる措置を特定第二種金融商品取引業務及び特定投資助言・代

理業務に関する紛争解決措置として講じ、当社が加入している協会等が行うあっせんにより金融商品取引業

等業務関連紛争の解決を図る。 

２ 協会等の規則を遵守し、協会等が行うあっせんの手続きに従って、紛争の解決に努めるものとする。 

３ 当社は、協会等を通じて紛争の解決を図る旨及び協会等の連絡窓口を、法第37条の３に規定する契約締結

前交付書面及び同法第47条の３に規定する説明書類に記載するとともに、当社の店頭及びホームページに掲

示その他の方法により、周知を図ることとする。 

 

（※弁護士会会則により定められた機関におけるあっせん又は仲裁手続により紛争の解決を図る場合） 

第７条の３ 府令第115条の２第２項第２号に掲げる措置を特定第二種金融商品取引業務及び特定投資助言・代

理業務に関する紛争解決措置として講じ、当社が協定を締結した○○○弁護士会（例：東京三弁護士会）に

おけるあっせん又は仲裁手続により金融商品取引業等業務関連紛争の解決を図る。 

２ 協定書に定める事項を遵守し、当該弁護士会の手続きに従って、紛争の解決に努めるものとする。 

３ 協定を締結した弁護士会を通じて紛争の解決を図る旨、及び当該弁護士会の連絡窓口を、法37条の３に規

定する契約締結前交付書面及び同法第47条の３に規定する説明書類に記載するとともに、当社の店頭及びホ

ームページに掲示その他の方法により、周知を図ることとする。 

 

（顧客管理体制） 



第８条 顧客管理部門は、本店営業部が担当する。本店営業部は、金融商品取引業務に係る顧客について、顧

客管理に万全を期すとともに、その責任体制を明確にするものとする。また、法令の規定に従い、特定投資

家又は特定投資家以外の投資家に適切に区分して管理することとする。 

２ 役職員は、個人情報保護法令等に鑑み、職務上知り得た顧客の資産状況等秘密に関する事項をほかに漏え

いしてはならない。 

（３ 前項の管理その他金融商品取引業務に係る顧客管理に関する事項は、「金融商品取引業務に係る顧客管理

基準」その他の社内規則に規定するところによる。） 

 

（社内教育・研修部門） 

第９条 社内教育・研修部門は、本店総務部とし、役職員の資質の向上を図るため、コンプライアンス全般及

び業務全般に関する研修を定期的あるいは随時実施することとする。 

（２ 社内教育・研修については「社内教育・研修規程」その他の社内規則に規定するところによる。） 

 

（取引時確認、疑わしい取引の届出体制） 

第10条 当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」を遵守し、金融商品取引契約の締結にあたっては、

顧客の取引時確認を的確に実施するものとする。 

２ 当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、疑わしい取引に該当すると判断される事案

に遭遇した場合は、的確かつ適切にその該当・非該当を判断し、速やかに当局に対して届出を行うものとす 

る。 

（３ 取引時確認及び疑わしい取引の届出に関する取扱いについては、「金融商品取引業務に係る取引時確認及

び疑わしい取引の届出に関する取扱基準」その他の社内規則に規定するところによる。） 

 

（金融商品事故等に対する対応） 

第11条 当社は、遵守すべき法令又は諸規則に反する行為その他の金融商品事故等が発生又は発覚した場合、

迅速に内部管理部門、取締役会等への報告及び所轄官庁への届出を行うと共に、適切に事故の調査及び原因

の解明を実施するものとする。 

（２ 金融商品事故等への対応については「金融商品事故等に対する対応基準」その他の社内規則に規定する

ところによる。） 

 

(誤認防止体制) 

第12条 当社が、本店その他の営業所を他の金融機関等と同一の建物に設置して、第二種金融商品取引業等を

営む場合は、顧客が当社を他の金融機関等であると誤認することを防止するため、法第36条の2に定める標識

を店頭の見やすい位置に掲示するとともに、窓口等を明確に区分する。また、顧客に対し誤解のないよう説

明するものとする。また、電気通信回線に接続している電子計算機を利用して業務を営む場合には、顧客が

当社を他の者と誤認することを防止するため、当社名を電子計算機の画面上に適切に表示するものとする。 

 

（適合性の原則） 

第13条 当社は、金融商品取引業務について、諸法令及び監督指針等の趣旨を踏まえ、顧客の知識、経験、財

産の状況及び金融商品取引契約を締結する目的等の顧客の状況に適合するように業務を行わなければならな

い。 

（２ 適合性の原則については、「第二種金融商品取引業務取扱要領」その他の社内規則の規定に定める。） 

 

（勧誘・説明態勢） 

第14条 当社は、本業務を行うにあたり、広告等の規制、契約締結前書面の交付、契約締結時書面の交付等の

顧客への勧誘・説明については、諸法令及び監督指針等の趣旨を踏まえ適切に実施するものとする。 

（２ 顧客への勧誘・説明については、「第二種金融商品取引業務取扱要領」その他の社内規則の規定に定める。） 

 

（帳簿書類） 

第15条 当社は、本業務を行うにあたり、法第47条及び府令第181条に基づき、金融商品取引業務等に関する帳

簿書類を作成し、保管することとする。 

 



（事業報告書） 

第16条 当社は、法第47条の２及び府令第182条に基づき、事業年度ごとに、事業報告書を作成し、毎事業年度

経過後３月以内に、関東財務局長に提出する。 

 

（説明書類の縦覧） 

第17条 当社は、法第47条の３及び府令第183条に基づき、金融商品取引業務等に関する説明書類を作成し、毎

事業年度経過後４月を経過した日から１年間、これを金融商品取引業務等を行うすべての営業所に備え置き、

公衆の縦覧に供しなければならない。 

 

（分別管理） 

第18条 当社は、本業務を行うにあたり、法第40条の３に基づき、集団投資スキーム持分に関し出資された金

銭（以下「出資金」という。）を、当社の固有財産、その他当社の行う他の事業に係る財産と区別して経理、

管理する。 

２ 前項の出資金については、銀行等金融機関に専用の口座を開設し、当該口座への預金等により行い、当社

の帳簿等により各顧客の預託額が直ちに判別できるよう管理するものとする。 

※分別管理の規定は、金銭の預託を受ける場合（特定有価証券等管理行為を行う場合）又は事業者として金

銭の出資を受ける場合（自己募集を行う場合）等に記載すること。 

 

（その他） 

第19条 その他この業務方法書に定めのない事項については、関係諸法令等及び当社社内規則に基づき実施す

るものとする。 

 

（附則） 

１ 本業務方法書の改廃は、取締役会の決議による。 

２ 本業務方法書を変更した場合は、すみやかに関東財務局長に届け出る。 

３ この規程は、○○年○○月○○日から施行する。 

 

以上 

 

※ 業務方法書の中で、上記規程を「別紙「○○規程」の定めによる」などと引用している場合は、業務方法

書を構成する一体の社内規程とみなします。 

したがって、当該社内規程に変更が生じた場合は、業務方法書の変更届出を行う必要があります。 

上記「別紙「○○規程」以外に引用する社内規程があり、業務方法書を構成する一体のものとみなされな

い場合は、「別に定める「○○規程」」と記載すること。 

 

※ 業務分掌及び業務執行の方法については、原則として、金融商品取引業者向け監督指針に求められている

事項を網羅することが必要であるが、会社の規模、特性、当該業務の業務量など、個別の会社の事情を考慮

し、実態にあわせ、わかりやすく平易な記載で構いません。 

 

※ 業務方法書例示文第４条及び第５条には、実際に行う業務の種別のみを記載してください。（将来的に行

う可能性があるという業務は記載しないこと。） 

 

※ 虚偽の記載が判明した場合は、行政処分が科されることがあります。 



（記載例）
業務に係る人的構成及び組織等の業務執行体制を記載した書面（１/２）

（注意事項）
　組織図を作成し、行う業務にかかる部署名、責任者名、役職名、人数、業務内容（業務分掌）をそれぞれ記載して下さい。
　業務内容には、営業・企画、顧客管理、帳簿書類・報告書等の作成・管理、ディスクロージャー、役職員の研修等、苦情・ト
ラブル処理、内部監査等を記載して下さい。また、業務内容は、業務の内容及び方法を記載した書面と食い違いがないよう
に注意して下さい。
　内部監査部門は、原則として他の部門から独立していることが求められます。
　営業部門は、原則として法令遵守等指導部門と分離していることが求められます。

　上記は、あくまでも記載例です。会社の実態と相違する場合は、虚偽記載として行政処分の対象となる
ことがありますので、ご注意願います。

○○年○○月○○日

商号、名称又は氏名　　　財務第二種株式会社

株
主
総
会

取
締
役
会

代表取締役
　財務 太郎

 ・帳簿書類・報告書
　等の作成・管理

 ・ディスクロージャー

 ・電算システム管理

総務担当部門
　本店総務部（２名）
　財務 五郎（部長）
　○○ ○○

第二種業務部門
　本店営業部
　財務 三郎（部長）
　　　　　<統括する使用人>

取締役
　財務 二郎

 ・営業

 ・顧客管理

 ・営業

 ・顧客管理

 ・経理

監査役
　財務 花子
　（大蔵 花子）

本店営業部（３名）
　財務 三郎（部長）
　○○ ○○
　○○ ○○

東京支店（３名）
　財務 一郎（支店長）
　○○ ○○
　○○ ○○

千葉支店（２名）
　財務 四郎（支店長）
　○○ ○○

業務内容
（業務分掌）

部署名（業務に従事する人数、氏名）

取締役 兼 東京支店長
　財務 一郎

 ・営業企画

 ・営業

 ・顧客管理

内部監査に関する部門
　本店内部監査部（１名）
　財務 七郎

 ・内部監査

法令遵守等指導担当部門
　本店管理部（２名）
　財務 六郎（部長）
　　　　　<統括する使用人>
　○○ ○○

 ・法令遵守等指導

 ・社内教育・研修

 ・苦情・トラブル処理

 ・リスク管理

 ・広告審査



業務に係る人的構成及び組織等の業務執行体制を記載した書面（2/2） 

○○年○○月○○日 

商号、名称又は氏名 財務第二種株式会社 

 

経営者の経歴、能力等の経営資質の十分性について  

代表取締役 ○○ ○○  

・経営者の経歴、能力等の経営資質の十分性について説明する。  

（例）○年○月○日～○年○月○日の間、金融商品取引業者△△㈱の代表取締役として会社

経営。  

 

役員の法規制、経営管理等の知識・経験及びコンプライアンス、リスク管理に関する  

知識・経験の十分性について  

取締役 ○○ ○○  

・法規制等の知識・経験の十分性を説明する。  

（例）○年○月○日～○年○月○日の間、金融商品取引業者□□㈱の取締役として第二種金

融商品取引業務・投資助言業務・コンプライアンス業務に従事  

弁護士・内部管理責任者等の資格等 

研修会受講 

監査役 ○○ ○○  

・法規制等の知識・経験の十分性を説明する。  

（例）○年○月○日～○年○月○日の間、金融商品取引業者××㈱において内部監査業務に

従事  

弁護士等の資格等 

研修会受講 

 

コンプライアンス担当者として知識及び経験を有する者について 

法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する役員・使用人 ○○ ○○ 

・法規制等の知識・経験の十分性を説明する。  

（例）○年○月○日～○年○月○日の間、金融商品取引業者△△㈱のコンプライアンス担当

として第二種金融商品取引業務・投資助言業務・コンプライアンス業務に従事 

弁護士・内部管理責任者等の資格等 

研修会受講 

 

 

 

 



（※）投資助言・代理業の登録を受ける場合には、以下の事項についても記載すること。 

 

有価証券や金融商品の価値等に関する知識及び経験を有する者について 

助言を行う部門を統括する役員・使用人 ○○ ○○ 

・助言を行う有価証券や金融商品の価値等に関する知識・経験の十分性を説明する。  

（例）○年○月○日～○年○月○日の間、金融商品取引業者□□㈱の投資判断者として投資

助言業務に従事 

証券外務員・証券アナリスト・ＦＰ等の資格等  

（不動産信託受益権等への助言を行う場合、一般不動産投資顧問業・不動産コンサ

ルティング技能登録者・ビル経営管理士・不動産証券化協会認定マスター、宅地建

物取引主任者等） 

研修会受講  

 



≪記載例≫　役員、使用人等の履歴書

生年月日
昭和○○年○○月○○日

（満○○歳）

　　　　上記のとおり相違ありません。
　
　

　　　　　　　　　　⑤　○○年○○月○○日　　　⑥　氏名　財務 太郎

自　　  　年 　月 　日
至　　　　年 　月 　日

賞
　
罰

　　年　　月　　日 　　賞　罰　の　内　容

該当なし ※該当がない場合は該当なしと記載する。

自　　  　年 　月 　日
至　　　　年 　月 　日

自　　  　年 　月 　日
至　　　　年 　月 　日

※就業していない期間は「無職」又は「求職中」などとし
て、空白期間がないように記載する。

自　　  　年 　月 　日
至　　　　年 　月 　日

自　平成18年  6月14日
至　平成20年  3月31日

　大蔵投資顧問株式会社　取締役　兼　東京支店長
　（不動産アセットマネジメント事業に携わる）

自　平成20年  4月 1日
至　　　  年   月  日

　財務不動産株式会社　取締役（現任：兼職）
　（不動産流動化事業の企画を担当）

自　平成20年  4月 1日
至　　　  年   月  日

　財務第二種株式会社　代表取締役
　（不動産開発事業）

役職名等 代表取締役

職
　
歴
　
及
　
び
　
兼
　
職
　
状
　
況

期　　　　間 内　　　　　容

自　昭和61年　4月 1日
至　平成12年　2月15日

　大蔵証券株式会社
　（証券営業（個人）担当）

自　平成12年　2月16日
至　平成 18年　6月13日

　大蔵投資顧問株式会社
　（第一営業部に在籍、有価証券の投資助言を担当）

（ふりがな） 　　ざいむ　たろう

氏　　　　名 　　財 務　太 郎

現　住　所

　（郵便番号　100-8940　）

　　東京都千代田区霞が関三丁目１番１号
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　（ 0 3 ）  3 5 8 1　-　4 1 1 1

自署すること（記名でも可）



 《記載例》 役員、使用人等の誓約書  

① ○○年○○月○○日  

 

 

② 関東財務局長  殿  

 

③ 現 住 所 東京都千代田区霞が関三丁目１番１号  

氏    名 財務 太郎         

 

 

誓 約  書  

 

私は、金融商品取引法第 29 条の４第１項第２号イ又はハからリまでのいずれに

も該当しない者であることを誓約します。 

 

 

 

 

 

自署すること（記名でも可） 



≪記載例≫ 

○○年○○月○○日 

 

商号、名称又は氏名 ○○○○株式会社 

 

 

特定関係者の状況を記載した書面 

 

イ 商号又は名称 ○○○○不動産株式会社 

ロ 資本金の額、基金の総額又は出資の総額 （資本金）○億円 

ハ 本店又は主たる事務所の所在地 東京都○○区□□ △-△-△ 

二 事業の種類 
建物売買業、土地売買業、不動産代理業・

仲介業 

ホ 

登録申請者と特定関係者との間の資本関係 （出資割合）当社○○％ 

人的関係 役員の兼任○名 

最近１年間の業務上の関係 
登録申請者の建物の管理業務を受託 

登録申請者から事務所を賃借 

ヘ 
親法人、子法人等又は持株会社のいずれに該当

するかの別 
子法人等 

 

 

イ 商号又は名称  

ロ 資本金の額、基金の総額又は出資の総額  

ハ 本店又は主たる事務所の所在地  

二 事業の種類  

ホ 

登録申請者と特定関係者との間の資本関係  

人的関係  

最近１年間の業務上の関係  

ヘ 
親法人、子法人等又は持株会社のいずれに該当

するかの別 
 

 

 

（記載上の注意事項） 

 ※「特定関係者の状況を記載した書面」については、上記の項目が記載されていれば様式は問わない。 

 ※上記の項目は、わかりやすく平易に記載する。 

 ※該当がない場合でも、該当なしと記載した書面を申請書に添付する。 

 

 

 



 

 

○○年○○月○○日 

（申請日と同一の日付） 

関東財務局長 殿 

（商  号）財務第二種株式会社 

（代表者名）代表取締役 財務 太郎  

 

内閣府令第 13 条第 2 号に掲げる基準に該当しないことを証する書面 

 

私（当社）は、下記のとおり、内閣府令第 13 条第 2 号に掲げる基準に該当しないことを証明します。 

記 

氏 名 
配置予定部署名 宅地又は建物の取引に関する専門的知識及び経験を有する

ことを証明するもの 部門名 

 

財務 三郎 

本店営業部 
宅地建物取引士登録（○年〇月○日）（登録証（写）添付） 

○○株式会社□□部で宅地建物取引の業務を経験（○年〇

月～○年〇月）（経歴書添付） 
不動産信託受益権等売買等業

務の統括に係る部門 

財務 一郎 

東京支店長（兼 営業担当） ○○株式会社□□部で宅地建物取引の業務を経験（○年〇

月～○年〇月）（経歴書添付） 

また、上記の業務経験を通じ、宅地又は建物の取引に関す

る専門的知識を習得している。 

不動産信託受益権等販売業務

を行う担当者 

財務 四郎 

千葉支店長（兼 営業担当） 
宅地建物取引士登録（○年〇月○日）（登録証（写）添付） 

○○株式会社□□部で宅地建物取引の業務を経験（○年〇

月～○年〇月）（経歴書添付） 

不動産信託受益権等販売業務

を行う担当者 

財務 六郎 

本店管理部 
宅地建物取引士登録（○年〇月○日）（登録証（写）添付） 

○○株式会社□□部で宅地建物取引の業務を経験（○年〇

月～○年〇月）（経歴書添付） 

法令等を遵守させるための指

導に関する業務に係る部門 

財務 七郎 

本店内部監査部 宅地建物取引士登録（○年〇月○日）（登録証（写）添付） 

本社△△部で宅地建物取引の業務を経験（○年〇月～○年

〇月）（経歴書添付） 
内部監査に係る部門 

 

（記載上の注意事項） 

※ 配置部署名の欄には、「業務方法書」や「業務執行体制を記載した書面」に記載されている実際の部署名を記入すること。 

※ 部門名の欄には、内閣府令第 13条第 2号イに掲げる部門をそれぞれ記入すること。（文言の一部を省略したり、分かる範囲で

言い換える分には差し支えない。） 

※ 内閣府令第 13条第 2号ロに関しては、申請書第８面の本店及び営業所ごとの販売業務担当者全員を記入すること。 

 

（参考）宅地又は建物の取引に関する専門的知識及び経験を有することを証明するもの(記載例) 

○ 宅地建物取引士資格試験合格（○年○月○日）（合格証(写)添付） 

○ 宅地建物取引士登録（○年○月○日）（登録証（写）添付） 

○ 宅地建物取引業務の経験（経験先（会社名）、部署名、業務内容、期間を記載）（経歴書添付） 

○ 社内研修（見習期間）の実施（○年○月○日～○年○月○日：受講証及び研修内容添付） 

○ 宅地建物取引業関係の実務セミナー（名称を記載）を受講（○年○月○日～○年○月○日：受講証及び研修内容添付） 

※ 宅地建物取引士資格試験合格のみでは経験が不足しているので、知識及び経験の両方を具備しているとはいえない。そのため、

実務の経験又は実務経験を補完する内容の研修やセミナーを通しての経験不足の補完が必要である。同様に、宅建業法に関す

る知識習得だけを目的とする研修等についても、それのみでは知識及び経験の両方を具備しているとはいえず不可とする。 

（例） 

 

 

（例） 

 

 

（例） 

 

 

（例） 

 

 

（例） 

記載例を参照のうえ具体的に記載し、証する書面

（宅建士登録証、資格試験合格証、経歴書、研修内

容等）（写）を添付すること。 

また、知識と経験の両方が必要であることから、

必ず両方についてその旨記載すること。 

なお、独学による知識の習得は不可とする。 




